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11 地震・火山噴火対策の推進について 

 

平成25年12月に「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関

する特別措置法」、「首都直下地震対策特別措置法」及び「強くし

なやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強

靱化基本法」が施行され、より具体的な地震防災対策を含む大規模

自然災害に備えた国土の全域にわたる強靱な国づくりが推進されて

いる。 

南海トラフ地震や首都直下地震等のプレート境界型地震、火山噴

火は、ひとたび発生すれば甚大な被害をもたらすことが予想される。 

また、今年から８月11日を「山の日」として国民の祝日とするこ

ととしており、山に親しむ人が一層増加することが予想される一方

で、御嶽山や箱根山、桜島などに見られるような火山噴火活動が活

発化している。 

このため生命を確実に守り、被害を最小限にとどめるための地

震・火山噴火対策を推進していくことが必要である。 

よって、次の事項について特段の措置を講じられたい。 

 

１ 地域の国土強靱化の取組への支援 

国土強靱化法に基づき、国では、平成26年６月に国土強靱化基

本計画を策定し、各都道府県、市町村に、これを踏まえた国土強

靱化地域計画の策定を求めている。先行する一部自治体では既に

地域計画が策定され、その他の自治体でも、現在、各地域計画の

策定を進めている。国土の強靱化を確実に進めていくため、地域

の実情に応じた地域計画の策定に対して支援を行うとともに、計

画に盛り込まれた事業の実効ある推進が図られるよう、財政上の

支援措置を講ずること。 
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年増加していることから、要望額を確保できなくなる懸念が生じて

きている。  

以上のことから、次の事項について、迅速かつ集中的に実施する

ことを強く求める。 

 

１ 森林整備及び地域材の利用拡大に向けた施策の充実強化 

（１）森林整備推進のための安定的財源の確保及び森林整備地域活

動支援交付金事業の使途を拡充すること。 

（２）木材加工事業者間や素材事業者との連携など、体制整備を促

す施策やその取組に対する支援措置を講じること。 

（３）住宅などへの地域材利用を促進するため、消費者の需要を喚

起する新たな施策を創設すること。 

（４）木造公共建築物の整備に対する事業要件の緩和などの更なる

支援措置を講じること。 

（５）東京オリンピック・パラリンピック大会競技施設等に、ＦＳ

Ｃ認証材などの地域材を活用すること。 

 

２ 鳥獣被害防止対策について 

（１）鳥獣被害防止総合対策交付金の十分な予算を確保すること。 

（２）事業単価を柔軟にするなど、地域の実情を踏まえた弾力的な

運用とすること。 
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２ 地震・津波対策に係る財政支援 

（１） 南海トラフ地震や首都直下地震の被害想定を踏まえ、地震

防災上緊急に整備すべき施設等の整備など事前防災や減災に

資するハード・ソフトの対策を地方自治体が重点的に進める

ための財政上の支援措置を講じること。 

 

（２） 高齢者等が利用する社会福祉施設等の高台移転や高層化等

の津波対策に係る財政支援等の措置を講じること。 

 

（３） 「津波防災地域づくりに関する法律」に基づく津波災害警

戒区域や津波災害特別警戒区域の指定を促進し、同法の実効

性を高めるため、区域指定を要件とする指定避難施設や要配

慮者利用施設の整備に係る財政支援制度を創設すること。 

 

（４） 平成28年度で制度が終了する「緊急防災・減災事業債」に

ついて、29年度以降の延長及び対象事業の拡大を図ること。 

 

３ 災害に強い地域づくりの推進  

沿岸部における津波避難路の整備や災害時の緊急物資輸送機能

の確保のための耐震強化岸壁の整備等と併せて、沿岸部からの企

業や住居等の移転の受け皿となる内陸部の地域づくりを行い、こ

れらを繋ぐ地域間の連携軸を形成して、災害に強い地域づくりを

実現し、安全・安心で魅力ある地域づくりを推進する。そのため

の規制の緩和や税制・財政等の支援措置を講じること。 

 

４ 建築物等の耐震化の促進等 

住宅の耐震化に関する現行の補助制度については、住宅の耐震
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補強に対する補助金の額が、補助対象限度額である耐震改修に要

する費用（耐震改修工事費に23％を乗じて得た額）の２分の１以

内の額となっているなど、地方で実施している補助制度に適応で

きないなどの問題がある。このため、現行制度を見直し、地方公

共団体が補助する額の２分の１以内の額とすること。 

 

５ 火山噴火対策の充実・強化 

（１） 水蒸気噴火を含め火山噴火の予兆現象を的確に把握し、噴

火警戒レベルの引き上げ等に結びつけられるよう、観測体制

の強化と噴火警戒レベルの運用改善に取り組むこと。また、

火山に関する専門家の人材育成に努めること。 

 

（２） 噴火警戒レベルの引き上げなど、国からの火山関連情報を

迅速かつ効果的に住民や登山者等に情報伝達できる対策を講

じること。また、外国人登山者にも情報が伝達できるよう、

山小屋や登山道でのＷｉ-Ｆｉ環境整備を行う自治体や民間

への支援を拡充すること。 

 

（３） 登山者等の生命を守るため、シェルターなどの避難施設や

避難路の整備が促進されるよう、国による施設整備を進める

ほか、自治体や民間が行う施設整備への支援制度の創設や充

実を行うこと。 

 

（４） 活動火山対策特別措置法によって義務付けられた火山防災

マップの作成、避難確保計画の作成と当該計画に基づく避難

訓練の実施等について、必要な技術的・財政的な支援を行う

こと。 
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６ 原子力発電所の安全確保及び防災対策の強化 

（１） 原子力発電施設に係る新規制基準については、引き続き徹

底した福島第一原子力発電所事故の原因の究明を行い、当該

事故から新たに得られた知見はもとより、絶えず最新の知見

を収集し、その都度、適切に規制基準に反映させること。 

また、新規制基準への適合性に係る審査申請に対しては、科

学的知見に基づいた厳正な審査を行うこと。 

さらに、政府の要請により停止している浜岡原子力発電所に

ついては、政府が停止要請をした文書において実施するとして

いる事業者の対策について厳正な評価、確認を行い、その結果

を文書により提示すること。 

 

（２） 今後、高経年化等により見込まれる原子炉の廃止措置につ

いては、厳格な審査の下、安全確保に万全を期すとともに、

使用済燃料やその再処理に伴い発生する高レベル放射性廃棄

物、原子炉の解体に伴い発生する廃棄物の最終処分方法を早

期に確立すること。 

 

（３） 原子力防災対策については、原子力災害対策指針で今後検

討を行うべき課題とされたものについて早期に検討を進める

とともに、緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム

（ＳＰＥＥＤＩ）については、緊急時モニタリングへの参考

情報としての活用など防護措置の判断以外の場合等における

活用方法を示すとともに、引き続き国が主体となり運用を継

続すること。 

また、環境放射線モニタリング体制や原子力防災の資機材の

整備のほか、それらの維持管理に係る費用の増大に対して、引

き続き放射線監視等交付金や原子力発電施設等緊急時安全対
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策交付金の増額や、地域の実情を踏まえた自主的な取組を尊重

するなど、特段の財政措置を講じること。 

なお、原子力発電施設等緊急時安全対策交付金については、

防災資機材の効率的な整備を行うため、都道府県から市町村に

対する間接交付を認めるなど、運用の改善を図ること。 

 

（４） 県境を越える広域避難を円滑に実施するため、避難先や避

難手段の確保に係る地方自治体間の調整について、国が積極

的かつ主体的な役割を果たすこと。 

 

（５） 上記（１）～（４）の措置等を講じるに当たっては、国民

に対し、その過程も含めて徹底的に情報を開示するとともに、

説明会やシンポジウムを開催し、国民の理解を得るよう最大

限の努力をすること。 
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